
歳　　入 （単位：千円）

款 項

 1 市 税 20,181,631

 1 市 民 税 7,366,992

 2 固 定 資 産 税 11,555,995

 3 軽 自 動 車 税 251,810

 4 市 た ば こ 税 981,033

 6 入 湯 税 25,801

 2 地 方 譲 与 税 794,000

 1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 109,000

 2 自 動 車 重 量 譲 与 税 257,000

 4 特 別 と ん 譲 与 税 428,000

 3 利 子 割 交 付 金 18,000

 1 利 子 割 交 付 金 18,000

 4 配 当 割 交 付 金 54,000

 1 配 当 割 交 付 金 54,000

 5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 55,000

 1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 55,000

 6 自 動 車 取 得 税 交 付 金 60,000

 1 自 動 車 取 得 税 交 付 金 60,000

 7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 12,000

 1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 12,000

 8 地 方 消 費 税 交 付 金 1,786,000

 1 地 方 消 費 税 交 付 金 1,786,000

 9 地 方 特 例 交 付 金 64,000

 1 地 方 特 例 交 付 金 64,000

10 地 方 交 付 税 2,991,242

 1 地 方 交 付 税 2,991,242

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 12,000

 1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 12,000

12 分 担 金 及 び 負 担 金 408,152

 2 負 担 金 408,152

13 使 用 料 及 び 手 数 料 392,822

第１表　歳入歳出予算

金　　　　額



（単位：千円）

款 項

 1 使 用 料 307,055

 2 手 数 料 85,767

14 国 庫 支 出 金 6,175,474

 1 国 庫 負 担 金 4,392,845

 2 国 庫 補 助 金 1,751,718

 3 委 託 金 30,911

15 県 支 出 金 2,669,011

 1 県 負 担 金 1,654,680

 2 県 補 助 金 797,296

 3 委 託 金 217,035

16 財 産 収 入 128,101

 1 財 産 運 用 収 入 22,569

 2 財 産 売 払 収 入 105,532

17 寄 附 金 40,001

 1 寄 附 金 40,001

18 繰 入 金 4,997,125

 1 特 別 会 計 繰 入 金 1

 2 基 金 繰 入 金 4,997,124

19 繰 越 金 300,000

 1 繰 越 金 300,000

20 諸 収 入 710,976

 1 延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過 料 42,034

 2 市 預 金 利 子 313

 3 貸 付 金 元 利 収 入 168,133

 4 受 託 事 業 収 入 838

 5 雑 入 499,658

21 市 債 1,044,500

 1 市 債 1,044,500

　　　　　　歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 42,894,035

金　　　　額



歳　　出 （単位：千円）

款 項

 1 議 会 費 247,191

 1 議 会 費 247,191

 2 総 務 費 4,205,095

 1 総 務 管 理 費 3,132,484

 2 徴 税 費 709,767

 3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 231,956

 4 選 挙 費 35,440

 5 統 計 調 査 費 66,966

 6 監 査 委 員 費 28,482

 3 民 生 費 15,256,432

 1 社 会 福 祉 費 6,382,741

 2 児 童 福 祉 費 7,022,973

 3 生 活 保 護 費 1,843,689

 4 災 害 救 助 費 7,029

 4 衛 生 費 4,570,450

 1 保 健 衛 生 費 2,982,348

 2 清 掃 費 1,026,086

 3 上 水 道 費 562,016

 5 農 林 水 産 業 費 942,129

 1 農 業 費 724,890

 2 林 業 費 59,727

 3 水 産 業 費 157,512

 6 商 工 費 686,489

 1 商 工 費 686,489

 7 土 木 費 5,745,421

 1 土 木 管 理 費 195,364

 2 道 路 橋 梁 費 1,177,564

 3 河 川 費 6,928

 4 都 市 計 画 費 4,244,175

 5 住 宅 費 121,390

 8 消 防 費 2,394,392

金　額



（単位：千円）

款 項

 1 消 防 費 2,394,392

 9 教 育 費 6,866,369

 1 教 育 総 務 費 941,110

 2 小 学 校 費 836,452

 3 中 学 校 費 881,433

 4 幼 稚 園 費 873,073

 5 社 会 教 育 費 1,175,157

 6 保 健 体 育 費 2,159,144

10 公 債 費 1,950,067

 1 公 債 費 1,950,067

12 予 備 費 30,000

 1 予 備 費 30,000

　　　　　　歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 42,894,035

金　額



第 ２ 表    継　続　費

款 項 総　　額 年　度 年　割　額

　（単位：千円） 

事　　業　　名

30 175,400  

877,000  

31 701,600  

 ９　教　育　費  ３　中　学　校　費 神栖第二中学校建設事業



 （単位：千円）

漁業近代化事業利子補給 平成30年度 から 平成50年度 まで

水産業制度資金利子補給 平成30年度 から 平成45年度 まで

中小企業事業資金利子補給 平成30年度 から 平成37年度 まで

住宅復興資金利子補給 平成30年度 から 平成33年度 まで

教育ローン利子補給 平成30年度 から 平成36年度 まで

医師教育資金利子補給 平成30年度 から 平成36年度 まで

高校就学援助費 平成30年度 から 平成32年度 まで ２,０１６

奨学資金貸付金 平成30年度 から 平成33年度 まで ３３,６００

修学資金貸付金（医学生） 平成30年度 から 平成35年度 まで ２８,８００

修学資金貸付金（看護師） 平成30年度 から 平成33年度 まで １２,０００

寄附講座開設費寄附金（東京医科大学） 平成30年度 から 平成32年度 まで １０８,０００

寄附講座開設費寄附金（日本医科大学） 平成30年度 から 平成31年度 まで ６０,０００

仮設住宅借上料（平成３０年度） ５,４９０

警備業務委託（保健・福祉会館） 平成31年度 から 平成33年度 まで １７,３２８

警備業務委託（（仮称）認定こども園どあい） 平成30年度 から 平成35年度 まで ９７２

確定申告・住民税申告受付等業務委託 平成30年度 から 平成31年度 まで ２５,７６５

健康相談ダイヤル業務委託 ７,８９１

土地評価及び税務地図情報管理業務委託 平成30年度 から 平成32年度 まで ６０,３２９

市勢要覧及びプロモーション映像作成業務委託 平成30年度 から 平成31年度 まで １４,６４３

  第３表　債務負担行為

事　  　項 期　  　間 限　　  　度　  　　額

融資総額の融資残高に対し神栖市漁業近代化事業利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

融資総額の融資残高に対し神栖市水産業制度資金利子補給金交付要項第３条に規定する率
を乗じて得た額

融資総額に対し神栖市中小企業事業資金利子及び信用保証料補助金交付要項第３条に規定
する率を乗じて得た額

利子補給対象融資額に対し神栖市住宅復興資金利子補給金交付要項第８条に規定する算定
式によって得た額

利子補給対象融資額に対し神栖市教育ローン利子補給金交付要項第３条に規定する率を乗
じて得た額

利子補給対象融資額に対し神栖市医師教育資金利子補給金交付要項第３条に規定する率を
乗じて得た額

平成32年度

平成31年度



 （単位：千円）

事　  　項 期　  　間 限　　  　度　  　　額

子ども・子育て支援事業計画策定業務委託 平成30年度 から 平成31年度 まで ６,９２３

ホームページ再構築業務委託及び運用保守 平成30年度 から 平成36年度 まで ８７,５４６

契約管理・工事成績評定システム賃借料 平成30年度 から 平成35年度 まで １６,８１５



第 ４ 表　地　方　債

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

　

庁 舎 改 修 事 業 322,200 
普通貸借又
は証券発行

広 域 水 産 物 供 給 基 盤 整 備 事 業 67,300 

市 道 整 備 事 業 180,000 

小 学 校 改 築 事 業 158,100 

中 学 校 改 築 事 業 316,900 

計 1,044,500 

（単位：千円）

年利 5.0％以内（ただし，利
率見直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融機構
資金について，利率の見直しを
行った後においては，当該見直
し後の利率）

政府資金については，その融資条件
により，銀行その他の場合にはその債
権者と協定するものによる。ただし，
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し，又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。
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